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研究成果の概要（和文）：工業製品の損傷が「故障」といった明確な判断基準を以って定義することが可能であ
る一方で、青果物における損傷の判断基準は曖昧であり、その定義において、「買う」／「買わない」といった
消費者の購買行動の要因を加味する余地があると考えられた。そこで本研究では衝撃の印加によって損傷させた
リンゴ果実を対象として、消費者が許容する損傷程度が想定販売価格によってどのように変化するのかを調査し
た。その結果、果実の損傷面積が一定以上の場合、消費者が妥当であると判断する販売想定価格も一定となり、
必ずしも大幅に低下する訳ではないことが明らかとなった。この結果は、緩衝包装および販売価格設定の最適化
に貢献できる。

研究成果の概要（英文）：It is difficult to define damage to fresh produce compared to damage to 
industrial products. We consider the purchasing behaviour of consumers, such as whether they would 
like to purchase a fresh produce product, in defining damage to fresh produce. Thus, this study, 
which uses apples as the fresh product, surveyed the relationship between the damaged areas 
resulting from several shock conditions and the price that consumers thought reasonable. The results
 showed that the price that the consumers judged to be reasonable did not change markedly even if 
the damage area increased to a certain degree. This finding contributes to optimizing cushioning 
packaging and/or to establishing a reasonable price for fresh produce.

研究分野：農業環境・情報工学
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１．研究開始当初の背景 
輸送中の青果物に損傷を与える要因の一
つに「衝撃」がある。研究者らは、衝撃によ
る青果物の損傷発生を正確に評価するため
には、衝撃パルスの最大加速度、速度変化（図
１）および衝撃の繰り返し回数の 3要因につ
いて考慮しなければならないことを、イチゴ
果実を対象とした実証試験を通して提言し
た①。 
工業製品の損傷は「動作不能」、「故障」と
いった明確な判断基準を以って定義するこ
とが可能である。しかし、青果物の損傷は「オ
セ」や「スレ」、果汁の滲出など様々である
上、損傷していることが即、売り物にならな
い、或いは食べられない、といったことにつ
ながるとは言い難く、損傷を定義することが
難しい。この点を踏まえると、青果物におけ
る損傷の定義において、産業的な場面におけ
る商品性、すなわち「売れる／売れない」あ
るいは「買う／買わない」といった消費者の
購買行動に関する要因を加味する余地があ
ると考えられた。しかし、青果物を対象とし、
この点を考慮した損傷限界の導出は行われ
てこなかった。 
 

 
図１．正弦半波衝撃パルスにおける時間、 
最大加速度および速度変化の関係 
 
 
２．研究の目的 
１で述べた背景を踏まえ、本研究の目的を
青果物の損傷と衝撃パルスにおける最大加
速度および速度変化との関係を解明すると
ともに、消費者が許容する損傷程度が想定販
売価格によってどのように変化するのかを
解明することとした。 
 
３．研究の方法 
(1)試験の概要 
本研究では、まず、衝撃パルスの最大加速
度および速度変化の違いが青果物の損傷面
積に及ぼす影響を検証した（衝撃試験）。次
に、衝撃試験において得られた様々な損傷面
積を有する青果物の写真を用いて、消費者を
対象としたインターネット上でのアンケー
ト調査を実施した。これにより、青果物の損

傷を消費者がどのように認識しているのか
を想定される売値との関係とともに検証し
た（アンケート調査）。以下に、各検証の詳
細について述べる。 
 
(2)衝撃試験 
対象とする青果物は、リンゴとした。衝撃
による損傷が目視により明瞭に確認できる
ことが望ましいと想定されたため、供試品種
は、黄色～黄緑色を呈する青りんごである
‘王林’とした。リンゴ果実を衝撃試験機
（SDST-300、神栄テストマシナリー株式会社、
茨城県つくば市）の試験台に固定し、衝撃パ
ルス（正弦半波）を印加した。その際、緩衝
可変システム（SVS-300、神栄テストマシナ
リー株式会社）を併用した。印加した衝撃パ
ルスの最大加速度は、392.3、490.3、588.4、
686.5、784.5、882.9、980.7 および 1372.9 m 
s-2（40、50、60、70、80、90、100 および 140G）
であり、速度変化は、2.5、3.0、3.5、4.0、
4.5 および 5.0 m s-1であった。これらの 8条
件の最大加速度と6条件の速度変化を組み合
わせた衝撃パルスを試験に用いた。ただし、
882.9 および 980.7 m s-2の最大加速度と 2.5 
m s-1の速度変化、1372.9 m s-2の最大加速度
および 3.0～5.0 m s-1速度変化の組み合わせ
は、衝撃試験機の仕様上、設定が困難であっ
たため、試験には用いなかった。そのため、
試験に用いた衝撃条件は 41 であった。 
衝撃による損傷は、衝撃印加によって変形
および変色した部位の面積として表した。そ
のため、極端な凹凸の無い果実の赤道部を損
傷評価の対象部位とした。なお、損傷面積（BA、
m2）の算出には、以下の式②を用いた。 
 

BA = （W1×W2×π）/4 
 
ここで、W1、W2およびπは、それぞれ損傷の
幅（図２）および円周率を示す。 
 

 
図２．損傷面積の算出のための計測方法③ 
 
 
また、試験結果に重回帰分析を適用し、最
大加速度と速度変化のどちらが損傷面積の



拡大に寄与しているのかという点について
も解析を行った。また、後述するインターネ
ットによるアンケート調査のために、衝撃印
加後のリンゴ果実をデジタルカメラで撮影
し、様々な面積の損傷を有する果実の画像デ
ータ（写真）を収集した。 
 
(3)アンケート調査 
(2)で述べた衝撃試験により得られた写真
を用いて、消費者を対象としたインターネッ
トによるアンケート調査を実施した。アンケ
ートへの参加者の募集及び、回答の収集は、
株式会社バルク（東京都中央区）に委託した。
なお、アンケート調査は農研機構食品総合研
究所（当時）における人を対象とする疫学研
究倫理審査規定に則って実施し（承認番号：
HU2015-1）、調査に同意した者のみを対象と
した。対象者は 20 歳以上かつ、1回以上、リ
ンゴの購入経験がある男女とした。 
アンケート調査では、性別、職業、リンゴ
の購買頻度について回答してもらった後、無
傷のリンゴ果実および面積の異なる損傷を
有するリンゴ果実の写真（図３）をランダム
に表示し、それぞれの想定売価について回答
してもらった。そして、値引き幅と許容され
る損傷面積との対応について解析した。その
際、1 個および 3 個の果実の写真を表示する
ことによって、値引き幅と許容される損傷面
積との対応が販売時の個数によって変化す
るのかについても併せて検証した。なお、損
傷面積が5および14×10-4 m2である果実の写
真は調査に使用しなかった。最終的に 433 名
分の回答結果を解析に用いた。 
 

 
図３．アンケート調査に用いた写真の例 
 （最大加速度：588.4 m s-2、速度変化：3.5 
m s-1の衝撃を印加した果実） 

 
 
４．研究成果 
(1)衝撃試験 
評価試験を通して、果実の赤道部に１回の
衝撃を印加した際における損傷面積が、ピー
ク加速度と速度変化の組み合わせにより
様々に変化することを実証した。また、この
結果を用いて、損傷面積に対応する損傷限界
曲線を導出することができた（図４）。 

また、重回帰分析を用いて、最大加速度お
よび速度変化と損傷面積との関係について
解析を行い、果実の損傷面積の拡大において
は速度変化よりも最大加速度の寄与が大き
いことを明らかにした。 
 

図４．衝撃の速度変化および最大加速度
の違いがリンゴ果実の赤道部における
損傷面積（×10-4 m2。プロット脇の値）
に及ぼす影響③。なお、線と破線で囲ま
れた領域における損傷面積は、同等で
あると推定される。 
 
 
(2)アンケート調査 
無傷のリンゴに対して回答された想定販
売価格は、わが国におけるリンゴの平均販売
価格と殆ど変わらず、収集したデータの信頼
性は高いと判断できた。 
1 個の果実を提示した場合でも、3 個の果
実を提示した場合でも、各損傷面積に対して
回答された想定販売価格に有意差はみられ
なかった。従って、本調査で対象とした 6～
13×10-4 m2の損傷面積の範囲においては、商
品価値を保持するための、すなわち「売れる」
ための値下げ額は同一であると考えられる。
一方、一定の値下げを行えば「売れる」とも
いえることから、緩衝包装の観点においては、
厳密な設計を省略できる余地を見出すこと
も出来る。 
また、1 個の果実を提示した場合と 3 個の
果実を提示した場合とを比較すると、前者の
方が、損傷があっても想定販売価格を高く維
持できることが明らかとなった。このことは、
損傷を有する果実の販売価格をできるだけ
下げないためには、複数個をまとめて販売す
るよりも、1 個ずつばら売りしたほうが得策
であることを示唆している。 
 
(3)まとめ 
衝撃試験の結果は、衝撃パルスにおける最
大加速度と速度変化の組み合わせとリンゴ
果実の損傷面積との関係を解明するもので
ある。また、アンケート調査の結果は、消費
者に許容されるリンゴ果実の損傷面積と想
定される販売価格との関係を解明した先進
的事例である。この結果は、衝撃試験と同時



に実施し、損傷面積拡大の主要因を突き止め
た重回帰分析による解析結果と併せて、輸送
時における緩衝包装設計や販売価格設定の
最適化に貢献できる。 
なお、本研究において、繰り返し衝撃に起
因する損傷に関する評価は実施しなかった。
この点に関しては検証の余地があるが、少な
くとも任意の繰り返し衝撃に対応する損傷
面積さえ明らかにできれば、本研究における
手法をそのまま適用し、損傷と消費者におけ
るその許容レベルの変化を提示できるもの
と考えられる。 
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